
⚫ 飲食店における喫煙は82ヶ国において、バー・パブにおける
喫煙は78ヶ国において、法的に完全規制されています4,5)。

⚫ わが国は、2020年4月に全面施行された改正健康増進法
第29条により飲食店（第二種施設）において、喫煙専用室以

外で喫煙してはならないことが定められ、都道府県知事によ
る指導・勧告に従わない場合には、管理権原者等への罰則
（過料）を与えることができるようになりました。

⚫ 喫煙専用室等の設置の技術的基準として、次の3点が法令で
定められました。
1. 室外から室内へ流入する気流が0.2m/秒以上である
2. 壁、天井等によって区画されている
3. たばこの煙が屋外又は外部に排気されている

⚫ 屋内全面禁煙の飲食店は、2021年12月時点で居酒屋・ビア
ホールで30.4%、バーで22.2%、喫茶店で66.6%、食堂・レスト
ランで62.4%となっていました6)。

⚫ 既存特定飲食提供施設（経過措置対象店）において、法全面
施行前に禁煙化予定のなかった店舗の約2割が禁煙化して

いました7)。一方、経過措置対象外の店舗において、法律の
趣旨に反して、禁煙化が実施されていない可能性も報告され
ています7,8)。

⚫ たばこの燃焼でも発生するPM2.5は、直径が2.5㎛以下の非常
に小さな粒子であるため、肺の奥まで入り込み、肺がん、気管
支炎や喘息などの呼吸器疾患だけでなく、循環器疾患への悪
影響も明らかにされています1)。

⚫ 受動喫煙は、肺がん、虚血性心疾患、脳卒中、乳幼児突然死
症候群（SIDS）を引き起こし、これらが原因で受動喫煙により
年間約1万5千人が過剰に亡くなっていると推計されています2)。

⚫ 屋内で受動喫煙に暴露される場所として、改正健康増進法の
全面施行後も上位に飲食店が含まれています3)。

⚫ 喫煙可能な飲食店の従業員が受動喫煙に長時間さらされて
います。喫煙室を設置した場合も、喫煙室を清掃する際の従
業員の受動喫煙は避けられません。

WHOのたばこ規制枠組条約と受動喫煙防止対策

⚫ 日本が批准している「たばこの規制に関する世界保健機関枠
組条約」第8条（受動喫煙からの保護）のガイドラインでは、

「喫煙室や空気清浄機による対策は不適切であり、受動喫煙
を防止するためには100％全面禁煙とする必要がある」と示さ
れています。

⚫ 公共の場や職場等の屋内に喫煙室を設置することなく、屋内
全面禁煙とする法律を施行することが締約国に求められてい
ます。飲食店は、職場であるとともに、一般市民がアクセスで
きる点で公共の場にも位置づけられます。

飲食店における受動喫煙防止対策
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2020年1月から2021年12月までの全面禁煙飲食店の割合を民

間グルメサイトの登録情報より推計した結果、喫茶店の約３割、
食堂・レストランの約４割、居酒屋・ビアホールの約７割、バーの
約８割で受動喫煙の可能性が残っていました6)。

禁煙化予定のなかった店舗も禁煙化を選んでいる

経過措置対象飲食店へのアンケート調査から、禁煙化予定のな
かった店舗の2割弱が禁煙化を選択していました7)。
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Q. 飲食店を禁煙にすると売上が落ちるのではないでしょうか？ A. 飲食店が法律で全面禁煙化された国では、飲食店の売上に変
化がなかったと報告されています13）。日本でも、愛知県店舗14）

や大手ファミリーレストラン15）での検討から全面禁煙化による
売上減少はないと報告されています。これは、女性客・家族客
の増加や回転率の上昇などの結果と考えられます。喫煙率低
下や感染症流行などの社会情勢による売上減少を避けるため
に、一部の客層への依存度を下げる工夫が必要です。

⚫ 屋内での喫煙が法律で禁止された国々では、職場の禁煙化
だけの場合よりもレストランや居酒屋・バーの禁煙化も行われ
た場合に、急性心筋梗塞などの心疾患、脳血管疾患、COPD
や喘息などの呼吸器疾患による入院リスクが大きく減少したこ
とが報告されています12)。

⚫ 法律施行前の長期間にわたる心疾患等の年次推移を考慮し
て法律の影響を解析した研究でも、結論は変わらないことが
報告されています12)。

⚫ 禁煙化の範囲が広いほど、喫煙関連疾患での入院が減ること
が期待されます。
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飲食店経営者

⚫ 受動喫煙の完全な防止には建物内の全面禁煙化が最適です。

⚫ 受動喫煙の健康影響を受けやすい者※への特段の配慮が必
要です9)。

※「20歳未満の者」、「妊娠している者」、「呼吸器や循環器等に疾患を持つ者」、
「がん等の疾病を治療しながら就業する者」、「化学物質に敏感な者」など

⚫ 労働者の募集及び求人では、就業場所の受動喫煙防止措置
についての明示が求められます9)。

⚫ 喫煙専用室等の維持コストには、

➢ 電気費用：1 室当たり年間約9,000kWh（約20万円）

➢ 煙の排気による冷暖房効率の低下（冷暖房費用の増加）

➢ 屋外排気装置などの定期メンテナンス費用

などがあります10) 。

⚫ 喫煙専用室等の清掃は、室内に喫煙者がいない状態での
十分な換気の後で行うと、受動喫煙を避けられます9)。

飲食店利用者

⚫ 全面禁煙飲食店の利用により受動喫煙を避けられます。

⚫ 全面禁煙飲食店の利用は、飲食店が全面禁煙化に踏み出す
後押しになります。

本ファクトシートは、令和3年度厚生労働科学研究費補助金による循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業「受動喫煙防止等のたばこ政策のインパクト・
アセスメントに関する研究」班（研究代表者中村正和）により作成しました。

作成担当：村木 功（大阪大学）

4 期待される効果は？

取り組むべきことは何か？3

よくある疑問や反論についてのＱ＆Ａ5

禁煙飲食店を支援する動き

「がんばって完全禁煙を貫いて下さっている飲食店を少しでも支援したい」

そんな想いから禁煙飲食店登録サイト「ケムラン」が立ち上がりました11)。
活動が評価され、2020年1月に第8回健康寿命をのばそう！アワード受賞し
ました。行政との協同などより一層の禁煙飲食店支援に取り組んでいます。

法律による全面禁煙化の範囲と病気の減少（入院リスク）
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